
 

((1188))  地地方方独独立立行行政政法法人人  鳥鳥取取県県産産業業技技術術セセンンタターー経経営営状状況況報報告告書書 

 

 法人の概要 

  １ 名     称  地方独立行政法人 鳥取県産業技術センター 

  ２ 目     的  産業技術に関する試験研究及びその成果の普及を推進するとともに、

ものづくり分野における技術支援、人材育成等を積極的に展開すること

により、鳥取県の産業活力の強化を図り、経済の発展及び県民生活の向

上に寄与することを目的とする。 

  ３ 設立許可年月日  平成１９年３月２６日 

  ４ 設立登記年月日  平成１９年４月１日 

  ５ 基 本 財 産  資 本 金      ３，２５４，７２９，３２０円 

鳥取県現物出資 ３，２５４，７２９，３２０円 

  ６ 役     員  理  事  ４人   監  事  １人 

                       理 事 長    高 橋 紀 子 

               理  事  三王寺 由 道 

               〃    木 村 伸 一 

               〃    �   � 子 

                 監  事  池 原 浩 一（公認会計士） 

  ７ 職     員  ４７人（うち県派遣職員 ９人） 

  ８ 事 務 所  鳥取施設（主たる事務所） 鳥取市若葉台南七丁目１番１号 

                          米子施設            米子市日下１２４７番地 

             境港施設         境港市中野町２０３２番地３ 
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 令和４年度事業実施状況 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

(1) 技術的課題解決のための技術相談 

・ 日常的な技術相談はもとより、ものづくりから食品までの幅広い分野での研究開発、

品質管理、製造技術等の多様な技術課題に対して、機器利用、依頼試験、人材育成等支

援メニューを提供したほか、必要に応じて他機関とも連携し、課題解決に向けた継続

的な支援、現地支援等を実施した。 

・ 令和４年度の技術相談対応件数は５，７９７件（R3 年度：5,223 件）。令和４年度も

第７波、第８波の新型コロナウイルス感染症の急拡大に見舞われたが、感染対策に留

意しながら「with コロナ」の姿勢で対応を行い、Web 会議システム等も活用しながら

技術相談対応に努めた結果、前年度比で１１％増加した。相談目的の内訳も研究開発

に関するものの伸び率が大きく１．３倍となった。また、例年どおり食品関係を中心に

多くの相談を受けたが、令和４年度は全般的に他の業種（機械系、電機系）からも多く

の相談を受け広く技術支援を行った。 

・ 県内企業への企業訪問は、８３２件（R3 年度：746 件）。重点分野や食品製造現場の

衛生管理を中心に感染対策に配慮した企業訪問を積極的に行う一方で、Web 会議シス

テムも効率的・効果的に活用し、前年度比で１２％増加した。これにより、企業現場の

課題抽出と提案を行うことができ、課題解決や研究開発への取り組みが進展した。ま

た、Ｗｅｂ会議システムの活用など工夫しながら、企業からの技術相談や課題抽出、研

究開発打合せ、技術支援等を滞ることなく実施した。 

・ 特に、センターの第４期計画の重点分野「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット技術分野」、「次世代自動車分野」、「豊富な水産資源を活用した高付加価値食品

分野」については、企業訪問により現状とニーズを再確認しながら、課題を抽出し、セ

ンター業務へ反映させていった。 

(2) 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

・ 新たな規格に対応した試験や部品・製品の高精度な測定評価が可能な最新機器の導

入等により、研究開発や製品評価等の試験環境を充実し、県内企業の技術課題への対

応力強化を図った。 

・ 機器利用は３，７２２件（R3 年度:4,211 件）、依頼試験・分析は１，４９７件（R3

年度:1,534 件）、合わせて５，２１９件と､多くの企業が品質評価やクレーム対応、製

品開発のため、センターの保有機器・設備等を利用された。令和４年度も、依然として

新型コロナウイルス感染症拡大が続き、企業のセンター利用を制限せざるを得ない期
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間が生じるなど、利用拡大に転じることが困難な状況であった。また、コロナ感染拡大

に伴う県外企業の利用制限を行わなかったため、関西広域連合地域内企業の機器利用

件数は、令和４年度は前年度比３５％増加した一方、依頼試験件数は来所による機器

利用が回復してきたため前年度比７０％減少した。 

・ 小規模事業者減免制度（県補助により機器使用料及び依頼試験手数料の１／２の減

免により小規模事業者の技術力向上を支援した。 

【登録企業累計数】Ｒ４年度末２４３社（R3 年度末:237 社） 

【Ｒ４年度利用状況】１，００６件（内訳：機器利用７０１件、依頼試験３０５件） 

・ 老朽化した保有機器のうち企業ニーズの高い、最新機器を外部資金等も活用して導

入した。 

【ＪＫＡ補助金】赤外・ラマン分光分析装置：３９，７６５千円、高精度輪郭形状測定

機：２1，９４５千円 

【目的積立金】冷熱衝撃試験機等：３５，２９９千円 

・ 耐用年数が１０年以上経過し老朽化した５００万円以上の８機器を更新した。 

(3) 新事業の創出、新分野進出のための支援 

・ 新事業創出を目指す県内企業に対する技術情報や起業化支援室の提供に加え、新事

業のシーズ発見の場となる研究会の充実、高度で研究開発要素の高い技術課題解決の

ための共同研究等に企業と取り組むなど、事業化に向けた複合的支援を行った。 

・ 起業化支援室の利用状況は、１６社（鳥取施設３、米子施設９、境港施設４）であ

り、令和４年度中に事業計画を達成して事業所開設などにより退去した企業は３社で

あった。 

・ 実践形式の研修会や個別指導支援等を行い、県内企業の新たな事業化に向けた取り

組みに発展し、製品化や実用化に結びつく支援（「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支

援プロジェクト事業」、「次世代自動車関連技術研究会事業」、「鳥取県水産加工技術

研修事業」等）を行った。 

(4) 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

・ ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術については、研修会を多数行い、専門知識を有す

る企業技術者を積極的に育成し、生産性向上に取り組む企業を増加させる支援を行っ

た。 

・ 令和元年度に整備した“とっとりロボットハブ”を実装支援拠点として製造現場に

導入し活用を可能とするための企業技術者の人材育成を実施するとともに、様々な分

野への導入を目指す研究開発を行った。 

・ 企業の個別課題に対応するオーダーメイド型の人材育成事業や技術相談を通じた複 

数の企業への技術移転が実現した。 
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(5) グローバル需要獲得のための支援 

・ コロナ禍で県内企業の海外展開が容易ではない中、連携機関への紹介や、特許、ＰＣ

Ｔ（特許協力条約に基づく国際出願）の共同出願など、県内企業のグローバル化に向け

た活動を支援した。 

・ ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の制度化に伴い、制度説明講習会を行うとともに、企業ニー

ズに応じたＨＡＣＣＰによる衛生管理手法の検討・認証取得支援を実施した。 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

(1) 企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

(2) 未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

・ センターにおける研究は、県内産業の状況や技術動向を踏まえ、研究評価委員会の

評価を経て、出口を見据え、県内企業での事業化を目指す３０テーマを実施し、その

うち１６テーマで独自技術が確立し、企業への技術移転、特許出願研究のステップア

ップ等に繋がった。 

・ 企業への技術移転は、計１７件あり、研究成果によるもの１１件、技術課題解決に

よるもの２件、人材育成によるもの４件であった。 

・ 完了した研究の成果は、企業訪問、技術相談、人材育成等によって普及を図った。 

(3) 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

・ 独自研究や共同研究等で生まれた有益な成果の権利化を行い、特許１０件を出願し、

過年度に出願していた特許６件を登録した。また、保有する知的財産権について４８

件（うち新規８件）の実施許諾を行うとともに県内外で情報発信を行った。 

・ 県内外の研究成果発表会等を通して、保有する特許情報の発信を行った。 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

・ 県内企業の技術課題等を解決するため、重点分野であるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット、次 

世代自動車分野をはじめ、電気、機械、食品、地域産業（和紙、日本酒）といった基盤 

的産業分野の品質技術、分析技術、商品開発等の幅広い専門分野の技術研修を行うとと 

もに企業の個別課題に対応するオーダーメイド型人材育成事業を実施した（参加企業  

３５５社、参加者５１８人、中上級育成者１６６人）。 

・ 人材育成事業をはじめ複数の研究会事業が、センターの要素技術や研究開発の成果が 

県内企業に普及及び活用する機会として有効に機能し、技術移転へと繋がった。 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

・ 産業技術総合研究所との共同研究において、センター主導で独自技術を開発し、特許

出願に繋がった。 

・ 鳥取県産業振興機構と中小企業基盤整備機構と連携し、外部専門家を交えた検討会等

を主導的に行い、事業化へ向けての企業課題を明確にしたことで、国の戦略的基盤技術
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高度化支援事業（サポイン事業）及び成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech 事

業）への応募又は獲得へと繋がった。 

・ 令和３年度に引き続き、鳥取県産業振興機構、鳥取県信用保証協会、センターの３機

関による県内企業への連携支援を推進した。効果的な連携支援に繋げるための定例検討

会に加え、令和４年度は、参画機関の相互理解をさらに深めるため、センター３研究所

の見学会や、各機関の支援内容の相互説明会など新たな取り組みも開始した。 

・ センターと信用保証協会の間で、研究開発から事業化、資金調達までを一貫サポート

する「包括的連携協力に関する協定」を令和５年３月７日に締結し、技術開発からビジ

ネス移行までの総合的な支援体制を強化した。 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

・ 当センター広報誌「とっとり技術ニュース」を年４回発行するなど、センターの重点

分野や企業への技術移転の成果について積極的に情報提供を行った。 

・ センターの活動状況や情報を一般の方々へわかりやすく伝えるため、センターの

Facebook による広報（令和４年度中に５８件投稿）を行った。 

・ 県内企業の技術者等及び県民の方々に向けて、センターの概要や各研究所が実施して

いる技術支援等について分かりやすく動画で紹介するプロモーションビデオを YouTube

で公開した。 

・ センター研究成果発表会をハイブリッド（リアル及びオンライン）開催し、多くの参

加者にセンターの研究成果を発信したほか、ホームページ、メールマガジン、ケーブル

テレビ、プレスリリース等の媒体を活用し、センターの研究成果や保有する知的財産な

どの独自技術等について、県内外の企業等へ情報発信を行った。 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 機動性の高い業務運営 

・ 本部及び３研究所との定期的な情報交換等や研究所横断的プロジェクトを実施するな

ど機動性の高い業務運営に努めた。 

・ 「経営企画委員会」を開催し、第４期中に取り組む重点分野、研究テーマ、企業支援、

組織体制等について、センター活動の進捗を点検しながら運営を行った。 

・ 「産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業」において、外部専門家の助言

を得ながら研究所業務を推進した（令和４年度中に、３研究所で計７回開催）。 

・ 地方独立行政法人会計にマッチした財務会計システム、人事給与システムを整備し、

財務会計処理・給与管理・人事管理等の業務効率化、職員の負担軽減を実現するととも

に、会計処理等に係るチェック機能の強化を図った。 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

・ 企業等からの多様な技術課題、今までにない新しい技術分野等の相談に対応する職員
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の技術支援能力を向上させるために、独自の技術研修事業を行った。 

・  職員の能力発揮・成長を目指した人材育成を効果的かつ計画的に進めるため、令和３

年３月に策定した人材育成基本方針に基づき、研究職員人事評価要領や昇任の考え方

（基準）を策定し、人事評価、能力開発、任用の人材育成の一連のサイクルを完成させ

た。 

・ 職員の技術支援能力や研究開発能力の向上に繋がる活動として、県、鳥取県産業振興

機構、団体、教育関係機関など合計３８件の審査会等に審査員として出席し、技術面か

らの提言を行った。 

・ 専門的知識や技術を習得するために、産業技術総合研究所等が実施する技術研修等に

職員を派遣した。また、鳥取県人材開発センターが実施する県職員研修にも職員を参加

させ、職員の能力開発に努めた。 

・ 職員の能力発揮に努めた結果、外部機関から６名の職員が表彰を受けることができた。 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 予算の効率的運用 

・ 地方独立行政法人会計に対応した会計システムの導入、機器利用・依頼試験の事務処

理と会計事務処理を一元処理できる独自システムを構築し、業務運営の効率と経費の削

減に繋げた。 

・ 業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための

施設・機器整備に活用した。 

２ 自己収入の確保 

・ 新型コロナ感染症拡大に伴う企業活動の停滞や県外企業や機器利用・依頼試験の利用 

制限の影響のため、機器利用料、依頼試験手数料等の事業収入が減収となった。 

・ 外部研究資金獲得へ積極的に応募した結果、１７件を新規に獲得した（受託研究：１

件、競争的資金１テーマ、共同研究：９テーマ、機器整備：２件、受託事業：４件）。 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用（剰余金の使途） 

・ 業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための

施設・機器整備に活用することとしており、企業からの要望が高い試験研究機器等の整

備費（４８，０５９千円）に充当した。 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

(1) 法人運営における内部統制の強化 

・ 令和元年６月に制定した内部統制推進規程に基づき、「内部統制推進本部」を２回

開催し、業務の適正を確保するための取組みに必要な各種規程（センター内部監査規

程など）を制定し、さらなる推進体制の整備を図った。なお、令和３年度から内部監
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査担当職員を配置して、「外部資金研究事業監査」、「会計監査」を実施し、これら

の業務における法令等の順守、政策で経済的、効率的な業務執行の確保を図った。 

(2) 法令遵守及び社会貢献 

・ 安全衛生委員会、情報ネットワーク委員会等の各種委員会による管理体制を整え、

各種法令の遵守徹底と必要な規則改訂等を行った。 

・ 学生の研究・実験の支援や施設見学受入れ、インターンシップ受入れ等を通し社会

貢献を行った。 

・ コンプライアンス（研究倫理）職員研修会を実施した（R5.3）。 

(3) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

・ 情報の流出、漏洩、改ざん、破壊、障害等の情報資産の侵害の防止するため、令和

２年８月に制定した「情報セキュリティポリシー」とともに、情報セキュリティ研修、

情報セキュリティの取組、遵守状況の点検・調査等を実施した。 

・ ホームページ等を通して、定款・中期計画、業務実績・財務諸表のほか、業務運営

等の規則・規程等、当センターの事業内容や組織運営状況について情報を公開した。 

(4) 労働安全衛生管理の徹底 

・ 職員が心身共に安全で快適な試験研究環境において業務に従事できるよう、嘱託保

健師による定期的な「心とからだの健康相談」や職員のストレスチェックを定期的に

各研究所で実施するとともに、ハラスメント防止に関する規定を整備し、苦情相談等

の適切な措置対応を定め、良好な職場環境、働きやすい職場づくりを推進した。また、

作業環境測定、化学物質のリスクアセスメント、避難訓練等を実施した。 

・ ３研究所でそれぞれ労働安全衛生関係法令等を遵守した労働安全衛生管理を行い、

２名の外部産業医による職場巡視を年２回行ったほか、嘱託保健師による職場点検を

各所で２回ずつ実施し、職場環境の改善に取り組んだ。 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

・ テレビ会議システムの利活用の定着化やオンライン講習会等でのペーパーレス化を徹

底し、コピー用紙を大幅に削減（ピーク時 H27 より△４１％減）し、環境負荷の低減と

環境保全の促進を推進した。 

・ 各研究所の施設照明のＬＥＤ化を継続し、節電を徹底することで使用電力量を削減（ピ

ーク時 H22 より△４４％）した。 

・ エコマーク商品の購入、コピー用紙の両面利用等により環境負荷低減を行った。 

３ 災害等緊急事態への対応 

・ 令和３年度は災害や事故等の緊急事態の発生を想定したＢＣＰへの対応として、初動対

応後に復旧に向けて災害対策本部を設置することや備蓄資機材リストを追加する改定を行

うとともに、必要な備蓄資機材の整備を行った。また、新型コロナウイルス感染症予防対
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策として職員やセンター来所者、入居企業の感染防止策の周知徹底のほか、BCP の観点か

ら同一グループ職員の配席を分散化施設内で感染者が発生した場合の除染対応マニュアル

の作成や消毒資材の保管等、緊急事態に対し適切な対応を行った。 

第５ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

・ 当センターの技術支援機能の維持・向上のため、施設設備の整備及び修繕を行い、利

用者の安全確保と利便性の向上に取り組んだ。 

・ 老朽化した保有機器については、施設の有効利用などのため外部資金及び独自財源に

より計画的に更新や処分を行った。 

２ 人事に関する計画 

・ 産業技術動向や企業ニーズに即した技術課題への対応に向けて、限られた人員・体制

の中で、研究開発や県内企業の製品開発などを効率的・機動的に支援するため、戦略的

な職員配置や研究職員の採用、退職者や技術スタッフの任用等、適切な人員配置を行っ

た。 

・ 経験豊富な技術スタッフ１０名の配置により円滑な業務運営（機器利用、依頼試験や

研究補助）を行った。 
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金　額 備　考

円 

経常費用　（ａ） 960,872,579 

１　業務費 603,068,465 

　(1) 研究業務費 56,277,795 

　(2) 技術支援業務費 114,883,703 

　(3) 受託研究費 2,614,342 

　(4) 受託事業費 9,407,513 

　(5) 業務部門人件費 268,971,796 

　(6) 賃金等 22,457,106 

　(7) 賞与引当金繰入額 19,674,564 

　(8) 退職給付費用 108,781,646 

２　管理費 357,804,114 

　(1) 役員人件費 11,835,501 

　(2) 管理部門人件費 60,981,902 

　(3) 賃金等 23,858,882 

　(4) 賞与引当金繰入額 4,941,285 

　(5) 管理運営費 256,186,544 

経常収益　（ｂ） 990,338,049 

１　運営費交付金収益 747,541,047 

　(1) 県運営費交付金 747,541,047 

　２　試験・分析手数料収益 6,220,000 

３　機器等利用料収益 16,610,850 

４　会議室利用料収益 23,710 

５　技術支援収益 7,980,862 

　(1) 研修受講料収益 384,000 

　(2) 起業化支援室料収益 5,131,812 

　(3) 技術指導料収益 2,281,050 

　(4) 実践的人材育成受講料収益 184,000 

６　受託研究収益 2,233,495 

　(1) 国又は地方公共団体からの受託研究収益 2,233,495 

　　①　県からの受託研究収益 500,000 

　　②　県以外からの受託研究収益 1,733,495 

７　受託事業収益 15,391,189 

　(1) 国又は地方公共団体からの受託事業収益 15,391,189 

　　①　県からの受託事業収益 15,391,189 

８　共同研究収益 2,437,519 

　(1) 国又は地方公共団体以外からの共同研究収益 2,437,519 

９　知的財産実施料等収益 258,269 

10　補助金等収益 17,313,532 

　(1) 県運営費補助金収益 11,590,206 

　(2) 県運営費補助金以外の補助金等収益 5,723,326 

11　寄附金収益 1,000,000 

12　財務収益 4,680 

　(1) 預金利息 4,680 

13　雑益 5,016,057 

14　資産見返勘定戻入 74,250,358 

　(1) 資産見返運営費交付金戻入 15,711,082 

　(2) 資産見返補助金等戻入 56,059,716 

　(3) 資産見返寄附金戻入 556,600 

　(4) 特許権見返運営費交付金戻入 845,595 

　(5) 特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 1,077,365 

15　引当金見返に係る収益 94,056,481 

　(1) 賞与引当金見返に係る収益 24,615,849 

　(2) 退職給付引当金見返に係る収益 69,440,632 

経常利益　（ｃ＝ｂ－ａ） 29,465,470 

臨時損失　（ｄ） 327,026,861 

１　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 23,594,950 

２　会計基準改訂に伴う退職給付費用 303,431,911 

臨時利益　（ｅ） 366,367,875 

１　引当金見返に係る収益 327,026,861 

　(1) 賞与引当金見返に係る収益 23,594,950 

　(2) 退職給付引当金見返に係る収益 303,431,911 

２　引当金戻入益 39,341,014 

　(1) 退職給付引当金戻入益 39,341,014 

当期純利益　（ｆ＝ｃ－ｄ＋ｅ） 68,806,484 

当期総利益　（ｇ＝ｆ） 68,806,484 

損損  益益  計計  算算  書書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

科　　　　　　　目
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当年度 前年度 増減

円 円 円 

Ⅰ　資産の部

　１　固定資産

　　(1) 有形固定資産  

　　　　　土地 835,000,000 835,000,000 0 

　　　　　建物 823,515,713 875,510,403 △ 51,994,690 

　　　　　建物附属設備 196,394,295 224,580,626 △ 28,186,331 

　　　　　構築物 6,190,347 8,306,885 △ 2,116,538 

　　　　　機械装置 24,821,025 39,261,756 △ 14,440,731 

　　　　　車両運搬具 141,987 903,875 △ 761,888 

　　　　　工具器具備品 344,468,611 330,482,452 13,986,159 

　　　　有形固定資産合計 2,230,531,978 2,314,045,997 △ 83,514,019 

　　(2) 無形固定資産    

　　　　　特許権 3,477,952 3,612,101 △ 134,149 

　　　　　ソフトウエア 36,700,284 45,544,731 △ 8,844,447 

　　　　　電話加入権 7,500 7,500 0 

　　　　　特許権仮勘定 8,051,078 7,961,732 89,346 

　　　　無形固定資産合計 48,236,814 57,126,064 △ 8,889,250 

　　(3) 投資その他の資産    

　　　　　退職給付引当金見返 328,862,977 0 328,862,977 

　　　　投資その他の資産合計 328,862,977 0 328,862,977 

　　　　固定資産合計 2,607,631,769 2,371,172,061 236,459,708 

　２　流動資産

　　(1) 現金及び預金 356,404,471 359,607,723 △ 3,203,252 

　　(2) 未収金 56,816,633 33,449,057 23,367,576 

　　(3) 前払費用 1,727,107 1,743,535 △ 16,428 

　　(4) 未収収益 11,467,406 1,456,504 10,010,902 

　　(5) 賞与引当金見返 24,615,849 0 24,615,849 

　　　　流動資産合計 451,031,466 396,256,819 54,774,647 

　　　　資産合計 3,058,663,235 2,767,428,880 291,234,355 

Ⅱ　負債の部  

　１　固定負債    

　　(1) 資産見返負債

　　　　　資産見返運営費交付金 34,609,732 47,367,534 △ 12,757,802 

　　　　　資産見返補助金等 208,853,215 214,328,771 △ 5,475,556 

　　　　　資産見返物品受贈額 86 86 0 

　　　　　資産見返寄附金 1,622,317 2,178,917 △ 556,600 

　　　　　特許権仮勘定見返運営費交付金 8,051,078 7,961,732 89,346 

　　　　　特許権見返運営費交付金 3,477,952 3,612,101 △ 134,149 

　　　　資産見返負債合計 256,614,380 275,449,141 △ 18,834,761 

　　(2) 前受受託研究費等 582,148 1,121,862 △ 539,714 

　　(3) その他未払金 0 127,600 △ 127,600 

　　(4) 退職給付引当金 328,862,977 0 328,862,977 

　　　　固定負債合計 586,059,505 276,698,603 309,360,902 

　２　流動負債

　　(1) 寄附金債務 1,264,978 1,264,978 0 

　　(2) 未払金 100,864,283 94,597,605 6,266,678 

　　(3) 未払費用 1,909,570 2,684,377 △ 774,807 

　　(4) 未払消費税等 1,141,900 559,700 582,200 

　　(5) 預り金 3,091,058 2,620,696 470,362 

　　(6) 前受収益 1,197,000 1,747,500 △ 550,500 

　　(7) 賞与引当金 24,615,849 0 24,615,849 

　　　　流動負債合計 134,084,638 103,474,856 30,609,782 

　　　　負債合計 720,144,143 380,173,459 339,970,684 

Ⅲ　純資産の部  

　１　資本金 3,254,729,320 3,254,729,320 0 

　２　資本剰余金  

　　(1) 資本剰余金 1,228,749,375 1,172,880,375 55,869,000 

　　(2) 減価償却相当累計額 △ 2,501,110,516 △ 2,383,567,703 △ 117,542,813 

　　　　資本剰余金合計 △ 1,272,361,141 △ 1,210,687,328 △ 61,673,813 

　３　利益剰余金

　　(1) 目的積立金 287,344,429 259,470,698 27,873,731 

　　(2) 未処分利益 68,806,484 83,742,731 △ 14,936,247 

　　　　利益剰余金合計 356,150,913 343,213,429 12,937,484 

　　　　純資産合計 2,338,519,092 2,387,255,421 △ 48,736,329 

　　　　負債純資産合計 3,058,663,235 2,767,428,880 291,234,355 

科　　　　目

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
（令和５年３月３１日現在）
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（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

　　　　業務費　 603,068,465

　　　　一般管理費 357,804,114

　　　　臨時損失 327,026,861

　　　損益計算書上の費用合計 　 1,287,899,440

　

Ⅱ　その他行政コスト 　

　　　　減価償却相当額 117,542,813

　　　その他行政コスト合計 　 117,542,813

 1,405,442,253

　 　

　 　

　

  

行行政政ココスストト計計算算書書
（（令令和和４４年年４４月月１１日日～～令令和和５５年年３３月月３３１１日日））

Ⅲ　行政コスト
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（単位：円）
 
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

1　 原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 108,212,247

　 2　 人件費支出 　 △ 462,476,949

　 3　 その他の業務支出 　 △ 231,822,070

　 4　 運営費交付金収入 　 819,977,000

　 5　 依頼試験・分析料収入 　 6,481,400

6　 機器等利用料収入 　 15,170,900

7　 会議室利用料収入 23,710

8　 受託事業収入 10,431,063

9　 共同研究収入 2,845,480

10　その他業務収入 　 12,796,652

11　補助金等収入 　 41,504,324

12　寄付金収入 1,000,000

13　未払消費税等の増減額 △ 559,700

　 　　　　　　小　　計 　 107,159,563

     業務活動によるキャッシュ・フロー 107,159,563  

 
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

1　有形固定資産の取得による支出 △ 103,284,940

2　無形固定資産の取得による支出 △ 6,316,955

3　利息及び配当金の受取額 　 4,680

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 109,597,215

　

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　

1　リース債務の返済による支出 △ 765,600

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 765,600

　 －
　 　

Ⅴ　資金減少額 △ 3,203,252

　

　　 359,607,723

　 　
Ⅶ　資金期末残高 356,404,471

　

　 　 　
　 　

Ⅵ　資金期首残高　

キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（（令令和和４４年年４４月月１１日日～～令令和和５５年年３３月月３３１１日日））

Ⅳ　資金に係る換算差額
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（単位：円）

 

Ⅰ　当期未処分利益  68,806,484

  

　 　当期総利益 　 68,806,484

　  　  

　  　  

Ⅱ　積立金振替額 　  287,344,429

  

　企業支援充実強化及び組織運営・施設整 287,344,429

　備改善目的積立金  

　　　　　　小　　計　 　 　

　  　  

Ⅲ　利益処分額 　  

   

　積立金  356,150,913

　  

　　　　　　小　　計　 　 　

　 　 　

利利益益のの処処分分にに関関すするる書書類類
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　　　注記事項

　　Ⅰ　重要な会計方針

　　　　当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基
　　　準注解」（令和４年８月３１日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方
      独立行政法人会計基準注解』に関するQ&A」（令和４年９月改訂）（以下「地方独立行政法
      人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しています。

　　　　１　運営費交付金収益の計上基準
　　期間進行基準を採用しています。

　　　　２　減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産
　　　定額法を採用しています。
　　　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の
　　耐用年数は以下のとおりとなっています。

　　　建物　　２～４３年
　　　建物附属設備　３～１５年
　　　構築物　　１０年
　　　機械装置　　１～１５年
　　　車両運搬具　４年
　　　工具器具備品　１～１５年

　　　なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準　第８７）の減価償却相当額に
　　ついては、その他行政コスト累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

（２）無形固定資産
　　　定額法を採用しています。
　　　耐用年数は、法人税法上の耐用年数を基準とし、主な資産の耐用年数は以下のとお
　　りとなっています。

　　　特許権　　　　　８年
　　　ソフトウエア　　５年

　　　　３　賞与引当金の計上基準
　　　　　　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上し
　　　　　ています。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるた
　　　　　め、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しています

　　　　４　退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
　　　　　　役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

　　　　います。
　　　　　　退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
　　　　　ています。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金について
　　　　　は、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しています。

　　　　５　消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

　　　　６　会計方針の変更
　　　　　（１）賞与引当金
　　　　　　役職員への賞与については、運営費交付金により財源措置されることから、前事業年度まで引当金
　　　　　を計上していませんでしたが、地方独立行政法人会計基準等の改訂により、当事業年度より、賞与
　　　　　支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を賞与引当金として計上するとともに、賞与引当金
　　　　　と同額を賞与引当金見返として計上しています。
　　　　　　これらが当期純利益及び当期総利益に与える影響はありません。

　　　　　（２）退職給付引当金
　　　　　　退職一時金については、運営費交付金により財源措置されることから、前事業年度まで引当金を計
　　　　　上していませんでしたが、地方独立行政法人会計基準等の改訂により、当事業年度より、当事業年
　　　　　度末における退職給付債務を退職給付引当金として計上するとともに、退職給付引当金と同額を退職
　　　　　給付引当金見返として計上しています。
　　　　　　これらが当期純利益及び当期総利益に与える影響はありません。

　　　　７　表示方法の変更
　　　　　（１）純資産の部の表示方法の変更
　　　　　　損益外減価償却累計額について、前事業年度まで資本剰余金の控除項目として表示していました
　　　　　が、地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、その他行政コスト累計額の減価償
　　　　　却相当累計額として表示しています。
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　　Ⅱ　行政コスト計算書関係
　　　　１　地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

　行政コスト 1,405,442,253 円

　自己収入等 ▲ 56,865,479 円

　機会費用 6,442,256 円
　地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 1,355,019,030 円

　　　　２　機会費用の計上方法

　　　　　地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
　決算日における新発１０年利付国債の利回りを参考に0.320％で計算しています。

　　　　３　追加情報
　　　　　　臨時損失のうち327,026,861円は会計基準改訂に伴う賞与引当金額繰入及び退職給付費用であり、
　　　　　令和３事業年度以前の発生分です。

　　Ⅲ　損益計算書関係
　　　　１　追加情報
　　　　　　臨時損失に計上した会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入額23,594,950円及び退職給付費用303,431,911円
　　　　　は、令和３事業年度以前の発生分です。
　　　　　　臨時利益に計上した賞与引当金見返に係る収益23,594,950円及び退職給付引当金見返に係る収益
　　　　　303,431,911円は、会計基準改訂に伴う期首に計上した賞与引当金見返に係る収益及び退職給付引当金
　　　　　見返に係る収益です。
　　　　　　なお、臨時利益に計上した退職給付引当金戻入益は、セグメント間の人員異動に伴う退職給付引当金の
　　　　　減額に係る収益です。

　　Ⅳ　キャッシュフロー計算書関係
　　　　１　資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

　　　現金及び預金　　　　　　　　　　　　　

　　　定期預金 0円

　　　資金期末残高

　　Ⅴ　重要な後発事象
　　　　 記載する事項はありません。

　　Ⅵ　金融商品の時価等
　　　　１　金融商品の状況に関する事項
　　　　　　　資金運用については、短期的な預金に限定して行っています。

　　　　２　金融商品の時価等に関する事項
　　　　　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

注１　負債に計上されているものは、（　）で示しています。
  ２　当該金融商品は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
　　当該帳簿価額によっています。

令和5年3月31日
356,404,471円

356,404,471円

区分 貸借対照表計上額 時価

未払金 (100,864,283) (100,864,283) （－）

差額

現金及び預金 356,404,471 356,404,471 －
未収金 56,816,633 56,816,633 －
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２　引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

23,594,950 24,615,849 23,594,950 － 24,615,849 ※１

303,431,911 108,781,646 44,009,566 39,341,014 328,862,977

当期減少額のうち「その他」
は、セグメント間の人員異動に
伴い、一部セグメントの引当金
を減額したことによるもの。
※２

327,026,861 133,397,495 67,604,516 － 353,478,826

※１　期首残高には、期首時点で計上した会計基準改訂に伴う賞与引当金を含めています。
※２　期首残高には、期首時点で計上した会計基準改訂に伴う退職給付引当金を含めています。

３　資本剰余金の明細

　純資産変動計算書において、資本剰余金の内訳項目を表示し、内訳項目ごとに当期首残高、当期変動額及び当期末残高の各
金額を表示していることから、作成を省略しています。

４　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

  （１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

運営費交付金収益
資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

0 819,977,000 747,541,047 4,831,437 0 752,372,484 67,604,516 0

　（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細　　 （単位：円）

費用

総務部 98,353,226

企画・連携推進部 70,121,522

電子・有機素材研究所 176,733,482

機械素材研究所 221,787,242

食品開発研究所 153,093,991

720,089,463

計

当期増加額 期末残高
当期減少額

期首残高区分

賞与引当金

退職給付引当金

人件費：99,911,460、消耗品費：21,752,703、委託料：50,431,572、
需用費：41,296,919、その他：6,793,610

153,823,375
人件費：90,782,007、消耗品費：11,888,671、委託料：14,581,640、
需用費：29,268,637、その他：6,573,036

期首残高
　交付金
当期交付額

当期振替額
引当金見返との

相殺額
期末残高

合計 747,541,047

摘要

区分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途

期間進行基
準による振

替

103,048,358
人件費：63,503,064、消耗品費：334,245、委託料：24,907,434、
需用費：30,808、その他：9,577,675

71,195,820
人件費：59,399,842、消耗品費：1,704,767、委託料：1,199,550、
需用費：1,023,753、その他：6,793,610

179,516,025
人件費：74,508,814、消耗品費：12,290,355、委託料：49,982,270、
需用費：36,891,541、その他：3,060,502

239,957,469
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②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
（単位：円）

振替額 振替額

－ －

1,878,157 －

1,012,000 －

1,941,280 －

－ －

4,831,437 －

　（３）引当金見返との相殺額の明細
（単位：円）

相殺額

3,270,563

26,462,490

4,565,235

27,268,575

6,037,653

67,604,516

セグメント
主な使途 主な使途

資本剰余金への振替資産見返運営費交付金への振替

特許権仮勘定：1,878,157

セグメント

合計

企画・連携推進部

総務部

工具器具備品：1,012,000

工具器具備品：684,200
ソフトウェア：1,257,080

引当金見返との相殺

主な相殺額の内訳

合計

電子・有機素材研究所

機械素材研究所

食品開発研究所

総務部

企画・連携推進部

電子・有機素材研究所

機械素材研究所

食品開発研究所

賞与引当金見返　　： 3,270,563

賞与引当金見返　　： 3,907,164
退職給付引当金見返：22,555,326

賞与引当金見返　　： 4,565,235

賞与引当金見返　　： 6,229,403
退職給付引当金見返：21,039,172

賞与引当金見返　　： 5,622,585
退職給付引当金見返：   415,068
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５　運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細
（単位：円）

資本剰余金 収益
資産見返
負債等

未払金 計

運営費
補助金 県 0 11,590,206 0 11,590,206 0 0 11,590,206 0

機器 0 41,140,000 0 0 41,140,000 0 41,140,000 0

研究 0 2,994,230 0 480,070 2,514,160 0 2,994,230 0

（公財）
鳥取県産業
振興機構

0 10,981,256 0 4,051,256 6,930,000 0 10,981,256 0

(公財)
天田財団

1,660,000 0 0 1,192,000 0 0 1,192,000 468,000

(国研)
科学技術
振興機構

0 390,000 0 389,831 0 169 390,000 0

事業 県 0 15,391,189 0 15,391,189 0 0 15,391,189 0

1,660,000 82,486,881 0 33,094,552 50,584,160 169 83,678,881 468,000

６　役員及び職員の給与の明細 （単位：円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員
10,310,407 2.00 0 0.00

330,000 2.00 0 0.00

10,640,407 4.00 0 0.00

301,428,993 47.00 44,009,566 3.00

48,903,360 18.83 0 0.00

350,332,353 65.83 44,009,566 3.00

311,739,400 49.00 44,009,566 3.00

49,233,360 20.83 0 0.00

360,972,760 69.83 44,009,566 3.00

（注）１．役員に対する報酬等の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給基準の根拠
　　     次の諸規程に基づき支給。
　　　　(1)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター役員給与規程
　　　　(2)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター役員退職手当規程
　　　　(3)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター職員給与規程
　　　　(4)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター職員退職手当規程
　　　　(5)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター任期付研究員の採用等に関する規則
　　　　(6)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター会計年度任用職員就業規則
      ２．支給人員は、年間平均支給人員数を記載。
      ３．本表の支給合計額は給与、賞与、諸手当の合計額で、法定福利費を含まない。
　　　４．本表には、臨時職員及び人材派遣に係る人件費は含まない。

期末
残高

区　分
期首
残高

補
助
金

当期
交付額

（公財）
ＪＫＡ

当期振替額

研究

常　勤

計
合計

職員
常　勤

計
役員

非常勤
計

常　勤
非常勤

非常勤

計

研究委
託
料

報酬又は給与 退職給付
区    分
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８　科学研究費助成事業等の明細
（単位：円）

種目 当期受入 件数

科学研究費補助金
(     89,961  )

　299,870
2

　基盤研究（Ｂ）
(     89,961  )

　299,870
2

合計
(     89,961  )

　299,870
2

（１）当期受入には、間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に
　　記載しています。なお、他機関から受領する分担金相当額を含めています。
（２）件数には、当期受入のうち、間接経費が交付された件数を記載しています。

９　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
（１）　現金及び預金の明細 （単位：円）

（２）　未収金の明細 （単位：円）

（３）　未払金の明細 （単位：円）

区分 残高

摘要

鳥取県

現金 553,306

10,181,864

公益財団法人ＪＫＡ
相手方 残高

合計 356,404,471

普通預金 355,851,165

その他 2,500,539

合計 56,816,633

日新精器（株）

相手方

12,040,924

合計 100,864,283

その他

株式会社鳥取県情報センター
株式会社ニッセイコム 8,470,000

20,053,897

新川電機（株） 7,251,200

鳥取ビルコン株式会社 4,825,040

鳥取科学器械株式会社 22,532,487

株式会社コートク

5,016,180中国電力(株)

10,512,711

10,161,844

摘要

残高

摘要

44,134,230

摘要
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令和５年度事業計画 

第１ 基本的な考え方 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）は、令和５年

４月に県工業試験場時代を含めて１００周年、地方独立行政法人へ移行して１７年目とな

り、第５期中期計画をスタートさせる。 

その初年度である令和５年度は、「県内企業の技術力向上や高収益化、県内産業の発展

につながる質の高い技術支援」を道標とし、第５期中期計画の大方針である「ＳＤＧｓ・

カーボンニュートラルに向けた取組」を全てのセンター活動に浸透させるとともに、本県

産業にとっても喫緊の課題である「デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進によ

る生産性向上」、「フードテックを活用したフードロスの削減と食品の高付加価値化」に

関する重点プロジェクトを開始する。 

さらに、令和５年度の重要業績評価指標（以下「ＫＰＩ」という。）として、①企業訪

問件数７１０件、②オーダーメイド型技術者育成件数２５件、③共同研究件数９件、④外

部発表件数２７件の４項目を設定し、センター活動の進捗を常に確認しながら推進する。

これらの取組みを積極的な情報発信や他機関との連携を進めながら県内企業に展開し、本

県産業の発展に貢献していく。 

第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内製造業の生産活動、技術開発等において解決すべき技術的課題に対して、センター

は専門分野の研究員による技術相談、機器利用、依頼試験等により対応し、中小企業の技

術開発力の向上、品質信頼性の確保、新技術開発への挑戦に向けた、早期かつ確実な技術

支援を実施する。 

【ＫＰＩ①】 企業訪問件数：７１０社 

(1) 技術的課題解決のための技術相談 

県内企業等からの技術相談に様々な場面（来所対応、企業訪問、オンライン等）で適

切に対応し、最新技術情報の提供、機器利用・依頼試験・人材育成などのセンターが実

施する支援メニューの提案、関係機関の紹介などを行い、企業の技術課題の早期の解決

を図る。 

◎来所・オンライン等による技術相談対応 

◎企業訪問調査の実施 

(2)  製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための県内企業への機器利用、依頼試

験・分析 

センターが保有する機器等を用いて、 “県内企業が抱える課題の解決”、“製品・部

品の品質確保のための評価・改善技術の蓄積”等を支援し、県内製造業の技術的優位性
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を高めていく。 

◎機器利用、依頼試験・分析の実施 

◎計画的な機器整備 

◎利用促進等（導入機器の活用方法や操作方法の説明会実施、県内小規模事業者の機

器使用料及び依頼試験手数料の減免） 

(3) 新事業の創出、新分野進出のための支援 

新規事業に取り組もうとする企業等がセンター内で活動できる場を各施設内に設置し、

事業の実現に向けた技術開発をオンサイトで支援する。 

また、センター重点プロジェクトや鳥取県産業振興未来ビジョンで掲げる各専門分野の

最新技術動向やセンター技術成果等を研究会事業等により提供する。 

さらに、企業ステージのワンランクアップへの取組みを推進するために、センターの技

術支援に加えて、関連機関との効果的な連携により、技術開発からビジネス移行までの総

合的な支援を進めていく。 

◎製造業×ＤＸ推進プロジェクト 

現場での実装を進めるための調査を進め、そのために必要な実践的な研修や専門家派

遣による現場指導、センター職員による支援、企業と共同で導入に向けた技術開発を行

う。 

このほか、センター「オーダーメイド型技術者育成事業」に「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボッ

ト技術習得コース」を設け、ＤＸ化に向けて挑戦する企業の課題解決をセンター研究員

とともに行う。 

◎フードテックによるフードロス解消＆アップサイクル推進プロジェクト（仮称） 

食品産業の再生と持続的発展を実現させるために、フードテックを活用し、食品関連

産業の課題であるフードロスの削減につながる技術開発を行うとともに、食のみやこ鳥

取県らしい食品開発や高付加価値化を支援する。 

令和５年度は県や、外部専門家（研究機関、有識者等）、産業支援団体等と連携して、

加工残渣や副産物、規格外品等の企業現場の情報収集から、フードテックを活用したア

ップサイクルのための研究開発を行い、さらに付加価値の高いユニバーサルフードデザ

インの新製品開発を目指す。 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

(1) 技術シーズの創生、研究成果の技術移転による事業化促推進 

センターの中期計画の方針及び重点プロジェクトの推進にも留意しつつ、センター研

究実施要綱に定めた研究区分により、研究テーマを設定・実施する。また、年度途中で

あっても必要に応じて新たな研究テーマを設定・実施するほか、研究の見直し等につい

ても柔軟に行い、常に県内産業界の動向を注視しながら適切な技術開発に取り組む。企
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業との共同研究についても令和４年度からの継続研究１２件のほか、新規共同研究につ

いても積極的な取り組みに努め、積極的に企業での事業化を促進する。 

(2) 知的財産権の戦略的な取得と効果的な運用 

センターで実施した研究開発等の活動により得た新たな知見や技術については、県内

企業への技術移転を念頭に戦略的に知的財産権の取得を目指す。 

なお、職員から届けのあった発明については、センター知的財産委員会においてその

妥当性について検討し、費用対効果を十分に考慮の上、出願、審査請求、更新等の手続

きを行う。 

また、センターが保有する発明については、日頃の技術支援活動をはじめ、ホームペ

ージ、技術ニュース、センター主催の研究発表会やイベント等の多様な手段により情報

発信を行い、企業等への技術移転を推進する。 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

【ＫＰＩ②】オーダーメイド型技術者育成件数：２５件 

県内企業の課題解決のための技術力や次世代の新たな技術課題への対応力の向上を目

指して各種事業を行い、本県成長分野や地域産業における技術力のある高度産業人材の

育成を推進する。 

◎全産業分野を対象としたオーダーメイド型技術者育成事業 

県内企業の課題解決能力や次世代の新たな技術課題への対応力の向上を目的とし

て、企業の個別の課題に応じたオーダーメイド型技術者育成を実施し、製造現場で活

躍する高度技術者を育成する。令和５年度は新しい「分析技術習得コース」を開設し、

高度な分析技術を持つ技術者を育成する。 

◎その他、県内企業の技術力向上を目指す実践的な集合研修 

製造現場の生産性向上に向けて挑戦する企業技術者を対象に、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボ

ット等のＤＸ技術やその現場活用方法を学ぶ実習形式の技術研修を開催する。 

また、食品の品質管理や製品の品質向上に必要な知識や技術、品質評価手法を学び、

付加価値の高い新商品の開発や品質管理などに応用できる技術を習得する研修を実施

する。 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

【ＫＰＩ③】 共同研究件数：９件 

関係機関との情報交換や連絡調整などを行い、業務の効率化、有効性の向上に努める

とともに、県内企業への支援を行うなかで、センター単独より関係機関と連携して実施

することが有効と思われる案件については、積極的に専門機関と共同で各種事業を実施

する。 
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５ 積極的な情報の発信 

【ＫＰＩ④】外部発表件数：２７件 

センターの研究成果や技術的知見、各分野の最新技術情報等について、以下の方法に

より情報発信し、広く県内企業へ周知することでセンターの活用や各種事業への参加を

促すともに、外部発表を積極的に行い、センター活動を広く発信する。 

◎センター研究成果発表会 

◎センター主催のセミナー、講習会 

◎センターホームページ及び技術情報誌、ＳＮＳ、マスコミ等 

◎県等他機関が主催する関連イベント、学会等 

第３ 業務運営の改善及び効率化 

１ 機動性の高い業務運営、業務の効率化・合理化 

第５期中期目標を達成するために適切な組織・職員配置を行うとともに、本年度計画で

設定するＫＰＩを基にセンター活動の進捗確認と改善を繰り返しながら、機動性の高いセ

ンター運営を行う。 

◎社会情勢や企業ニーズの変化等に迅速・的確に対応できる柔軟な組織体制の構築 

◎将来を見据えた計画的な職員採用と、業務状況に対応した柔軟な職員配置 

◎幹部会やグループウェアの活用等による役職員間の確実な情報伝達と共有 

◎本計画で設定するＫＰＩによる業務進捗管理及び業務改善 

また、産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業（ＴｉｉＴ－ＥＡ事業）によ

り、各部・研究所が担当する分野に精通した外部専門家を招聘し、”重点プロジェクトの

推進”や”取り組んでいる研究開発”、”重要目標達成指標（以下「ＫＧＩ」という。）

達成に向けた実効性のあるセンター活動”等について技術的なアドバイスを受け、第５期

中期計画の実行・成果創出を促進する。 

さらに、外部専門家とセンター職員との意見交換により、研究員のレベルアップを図る。 

２ 職員の意欲向上と能力開発 

ＫＧＩとして位置付けた技術移転を、センター職員が強く意識して活動し、企業の抱え

る技術的課題の解決から技術シーズの企業への技術移転まで取り組むことのできる総合力

を身に着けていくようにＯＪＴによる育成に加え、職員研修や研修派遣等により職員の人

材育成を推進する。 

◎技術相談対応、企業人材の育成、他機関との連携等でのＯＪＴ 

◎課題別・専門分野別の研修への参加 

◎県等の専門審査会への委員就任 

また、研究開発や企業支援の成果等を学会発表や論文投稿等の外部発表を行うことによ

り、専門家から研究活動を客観的に講評される機会を重ねることで、研究開発や技術開発

－ 210 －

（18）地方独立行政法人　鳥取県産業技術センター



に関する自己研鑽や意欲向上につなげる。 

第４ 財務内容の改善 

１ 予算の効率的運用 

効率的かつ効果的なセンター業務運営の実現のため、以下の取り組みにより、提供サー

ビスの水準を維持・向上させながら、予算の効率的運用、事務処理の効率化を図る。 

◎スクラップ・アンド・ビルドなど、事業の見直しと重点化による予算編成を行うとと

もに、複数年契約や外部委託の活用等による経費抑制など、効率的な予算執行を徹底

する。 

◎センター独自の情報ネットワークシステムを適切に運用するとともに、財務会計シス

テム、人事給与システム等により事務の効率化を進める。 

２ 自己収入の確保 

燃料費高騰、感染症の流行等の外部環境を考慮し、経営基盤の確立のため、以下の取り

組みにより、継続して自己収入の確保を進める。 

◎センターが保有する施設、機器設備の利用拡大のため、企業ニーズに合った機器開放

及び依頼試験メニューの設定と情報発信、関係機関との連携や情報提供を行う。 

◎外部資金の獲得のため、国、県等の施策に係る競争的資金、民間団体の助成等外部資

金の獲得、関連事業への積極的な提案や企業等との共同研究、受託研究に取り組む。 

◎センター研究成果等の普及のため、企業への技術移転を推進し、保有する知的財産権

の実施許諾件数の増加に努める。 

第５ その他業務運営 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用、情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

法令等を遵守しつつ業務を行い、法人のミッションを有効かつ効率的に果たすため、内

部統制の推進を図る。また、安全で快適な職場環境の確保のため、センター安全衛生委員

会を中心として、労働安全衛生管理に取り組む。さらに、適切な管理と漏洩防止、法人の

説明責任を果たすため、情報セキュリティ管理と情報公開の徹底を図る。 

◎「内部統制推進本部」を中心とした推進体制により、必要な取組の推進、ＰＤＣＡサ

イクルによる適正な運用・取組の強化を行う。 

◎災害・事故等発生時における適切な初動対応と、迅速な復旧及び業務再開を確保する

ため、ＢＣＰ（事業継続計画）を適宜見直しながら適切に運用する。 

◎産業医及び保健師による職場巡視、全所的な５Ｓ運動の展開等により、職場環境の継

続的な点検・改善の取組、作業環境測定や化学物質リスクアセスメント等を適正に実

施する。 

◎保健師による心とからだの健康相談の開催等により、職員のメンタルヘルスケアや働

きやすい職場環境作りを進める。 
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◎鳥取県産業技術センター情報セキュリティポリシーに基づいた対策を行う。 

◎関連法令等に基づき諸規程、事業計画、事業実績、財務諸表等のホームページ等での

随時・適切な公開等により、情報公開の徹底を図る。 

２ 施設・設備の計画的な修繕・整備 

将来にわたるセンターの研究開発・技術支援機能の維持・向上のため、以下の取り組み

により、施設・設備の安全性の確保、利用者の利便性の向上を図る。 

◎老朽化が進む建物・付属設備の劣化状況等の調査を実施した上で、中長期的な施設設

備修繕計画を策定し、県補助金等も活用して、計画的な改修・修繕等を行う。 

◎更新が必要な試験研究機器について、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏まえ、目

的積立金も活用して、計画的な整備・更新等を行う。 
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　事業収入 34,196 32,403 1,793 

　１　基本財産運用収入機器利用料収入 20,532 21,677 △ 1,145 

　２　基本財産運用収入施設利用料収入 4,761 4,043 718 

　３　依頼試験手数料収入依頼試験手数料収入 6,773 5,231 1,542 

　４　依頼試験手数料収入研修会・講習会等負担 400 883 △ 483 

金収入

　５　その他事業収入 1,730 569 1,161 

　  (1) 知的財産実施料収入 130 120 10 

　  (2) その他事業収入 1,600 449 1,151 

収

35,409 89,216 △ 53,807 

　１　競争的資金研究収入 1,812 14,210 △ 12,398 

　２　受託研究・共同研究収 3,607 5,665 △ 2,058 

　　　入

　  (1) 県からの収入 500 500 0 

　  (2) その他からの収入 3,107 5,165 △ 2,058 

　３　受託事業収入 9,990 23,024 △ 13,034 

　  (1) 県からの収入 9,990 23,024 △ 13,034 

　  (2) その他からの収入 0 0 0 

　４　補助金等収入 20,000 46,317 △ 26,317 

Ⅲ　県運営費交付金等収入 857,350 834,340 23,010 

入 　１　運営費交付金収入 775,337 819,977 △ 44,640 

　２　運営費補助金収入 82,013 14,363 67,650 

333 333 0 

3,490 3,267 223 

　１　財産貸付料 2,199 2,146 53 

　２　その他事業外収入 1,291 1,121 170 

346,948 354,935 △ 7,987 

当期収入合計(A) 1,277,726 1,314,494 △ 36,768 

前期繰越収支差額 0 0 0 

収入合計(B) 1,277,726 1,314,494 △ 36,768 

Ⅵ　目的積立金取崩収入

収収　　支支　　予予　　算算　　書書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

科　　　目

Ⅱ　外部資金収入

Ⅳ　寄付金収入

Ⅴ　事業外収入
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　管理費支出 776,941 737,173 39,768 

　１　職員給与費 414,532 446,172 △ 31,640 

　２　一般管理費 332,814 262,153 70,661 

　３　情報ネットワーク運用 22,078 20,143 1,935 

　　　管理費

　４　労働安全衛生費 7,417 8,525 △ 1,108 

　５　環境管理システム費 100 180 △ 80 

244,312 317,789 △ 73,477 

　１　プロジェクト研究事業費 10,000 10,000 0 

支 　２　研究開発事業費 8,366 17,038 △ 8,672 

　３　外部資金研究事業費 15,969 28,015 △ 12,046 

　４　産業・企業人材育成事 4,516 22,572 △ 18,056 

　　　業費

　５　機器利用・依頼試験事 83,865 91,279 △ 7,414 

　　　業費

　６　企業支援活動事業費 18,070 16,053 2,017 

　７　試験研究機器整備事業 80,000 106,317 △ 26,317 

　　　費

　８　研究企画・管理運営事 23,526 26,515 △ 2,989 

　　　業費

出 Ⅲ　予備費支出 117,720 259,532 △ 141,812 

Ⅳ　運営費交付金（第４期人件 138,753 0 138,753 

　　費）納付金

当期支出合計(C) 1,277,726 1,314,494 △ 36,768 

0 0 0 

0 0 0 

（注）借入金限度額　325,000千円

科　　　目

Ⅱ　事業費支出

　当期収支差額(A)-(C)

　次期繰越収支差額(B)-(C)
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